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審査の全体像，実施状況

１．島根２号機の適合性審査の概要

地震・津波関係

設備関係
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島根２号機の設備概要と現在の状況

１号機 ２号機 ３号機

営業運転開始 １９７４年３月 １９８９年２月 未定

定格電気出力 ４６万ｋＷ ８２万ｋＷ １３７．３万ｋＷ

原子炉型式
沸騰水型
（ＢＷＲ）

沸騰水型
（ＢＷＲ）

改良型沸騰水型
（ＡＢＷＲ）

運転状況
営業運転終了
（２０１５年４月３０日）

２０１２年１月～

停止中
（第１７回定期検査中）

建設中
設備の据付工事完了
総工事進捗率：93.6%
2011年4月末時点

新規制基準への
対応状況等

廃止措置中

（２０１７年７月２８日～）

国へ適合性審査を申請
（２０１３年１２月２５日）

国へ適合性審査を申請
（２０１８年８月１０日）



4審査の全体像

〇2013年12月25日，島根２号機の新規制基準適合性審査を申請しました。

〇審査される分野は，大きく①地震・地盤・津波関係といった外部要因に関する
ものと②設備関係の２分野に分かれます。



5

〇これまでに，１７５回の審査会合が開催されています。（２０２０年１２月末現在）

島根２号機の新規制基準適合性審査状況

主要な審査項目 審査状況 主要な審査項目 審査状況

審査の申請概要，主要な論点，審査会合の進め方 実施中

設計基準
事故対策

内部溢水 実施済

地震

敷地及び敷地周辺の地下構造 実施済 火災 実施済

震源を特定して策定する地震動 実施済 竜巻（影響評価・対策） 実施済

震源を特定せず策定する地震動 実施済 火山（影響評価・対策） 実施中

基準地震動 実施済 外部事象 実施済

耐震設計方針 実施中 静的機器単一故障 実施済

敷地の地質・地質構造 実施済 保安電源設備 実施済

地盤・斜面の安定性 実施中
誤操作防止，安全避難通路，

安全保護回路
実施済

津波
基準津波 実施済 原子炉冷却材圧力バウンダリ 実施済

耐津波設計方針 実施中 通信連絡設備 実施済

重大事故
対策

確率論的リスク評価 実施済 監視測定設備 実施済

事故シーケンスの選定 実施済 共用設備 実施済

有効性評価 実施済 人の不法な侵入防止 実施済

解析コード 実施済 全交流電源喪失対策設備 実施済

原子炉制御室 実施済 燃料体等の取扱施設及び貯蔵施設 実施済

緊急時対策所 実施済 放射性廃棄物の処理施設 実施済

フィルタ付ベント設備 実施済
その他

特定重大事故等対処施設 実施中

水素爆発防止対策 実施済 所内常設直流電源設備（3系統目） 実施中

有毒ガス防護 実施済

★：トピックスとして本日説明箇所重大事故対応に必要な技術的能力 実施中

残留熱代替除去系 実施済

前回安対協（2020.2.14）からの
変更箇所を緑字で示す

★
★

★



6安全対策の取り組み

＜島根原子力発電所２号機における安全対策の取り組み（イメージ図）＞
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審査の全体像，実施状況

１．島根２号機の適合性審査の概要

地震・津波関係

設備関係



8【トピックス】地盤・斜面の安定性に関する現地調査

○2019年9月20日，防波壁がつながる地山（じやま）の地形や地質等について，原子力規
制委員会による現地調査が実施されました。

○現地調査では，防波壁西端部と東端部の地山の露頭状況や地すべり地形および発電
所敷地内の土石流危険区域の状況等について，現地を確認されました。

○原子力規制委員会の石渡委員から，「今回の調査結果で納得できない所もある。追加
資料を出していただき，審査していく。」との発言がありました。

ボーリングコア観察 防波壁西端部露頭状況

前回安対協（2020.2.14）
資料の再掲
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対策工平面図 対策工断面図

h
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【トピックス】島根２号機 斜面の安定性に関する指摘事項の回答

○2019年11月22日の審査会合において，防波壁（西端部）における表層土（粘性土およ
び礫質土）については，過去の表層すべりの可能性が完全に否定できないことから，当
該箇所の撤去を行う旨を説明しました。

○原子力規制委員会からは，撤去後の地形形状や地質分布をもとに，安定性解析を行う
こと等のコメントがありました。

○今後，審査の中で説明してまいります。

前回安対協（2020.2.14）
資料の再掲
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審査の全体像，実施状況

１．島根２号機の適合性審査の概要

地震・津波関係

設備関係



11【トピックス】竜巻（影響評価・対策）について（１／３）

○新規制基準では，自然現象のうち，竜巻への対策が新設され，基準竜巻※1，
設計竜巻※2を設定し，施設の安全性評価を行うことが求められています。

○ 2019年9月12日の審査会合において指摘を受けた，評価に用いる最大風速の
設定方法について説明しました。

※1 基準竜巻：設計対象施設の供用期間中にきわめてまれではあるが発生する可能性があり，設計対
象施設の安全性に影響を与えるおそれがある竜巻。

※2 設計竜巻：原子力発電所が立地する地域の特性(地形効果による竜巻の増幅特性等)等を考慮して，
科学的見地等から基準竜巻に対して最大風速の割り増し等を行った竜巻。
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【基準竜巻・設計竜巻の設定に係る基本フロー】

【トピックス】竜巻（影響評価・対策）について（２／３）

見直し前 62m/s
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飛来物 寸法
(m)

質量
(kg)

最大水平速度
(m/s)

最大鉛直速度
(m/s)

鋼製材 長 ×幅×奥行
4.2×0.3×0.2 135 51 34

【島根原子力発電所の竜巻防護対策の設置イメージ】

○設計飛来物（鋼製材）によって損傷する可能性がある外部事象防護対象施設に
ついて， 竜巻防護ネットの設置等の竜巻防護対策を実施します。

【トピックス】竜巻（影響評価・対策）について（３／３）

島根原子力発電所における設計飛来物（鋼製材）

竜巻防護ネット

海水ポンプエリア 循環水ポンプエリア，ストレーナエリア
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○ 大山生竹テフラの噴出規模に関する新知見を踏まえ，風向の不確かさを考慮した火山灰
シミュレーションを実施した結果，敷地における降灰層厚を４５ｃｍと評価することを説明し
ました。 （ 2020年5月14日の審査会合）

○三瓶浮布テフラは敷地および敷地近傍を含む島根半島では確認されていませんが，敷地
は三瓶山の風下側に位置し，風向によっては降灰が想定されること等から，町田・新井
（2011）による５０ｃｍ等層厚線を保守的に考慮し，三瓶山からの距離に応じた層厚を算定
した結果，敷地における降灰層厚を５６ｃｍに見直すこととしました。 （ 2020年9月18日の
審査会合）

【トピックス】火山（影響評価・対策）について

【大山の評価】 【三瓶山の評価】
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２．島根３号機の適合性審査の状況



16
島根３号機の設備概要と現在の状況

１号機 ２号機 ３号機

営業運転開始 １９７４年３月 １９８９年２月 未定

定格電気出力 ４６万ｋＷ ８２万ｋＷ １３７．３万ｋＷ

原子炉型式
沸騰水型
（ＢＷＲ）

沸騰水型
（ＢＷＲ）

改良型沸騰水型
（ＡＢＷＲ）

運転状況
営業運転終了
（２０１５年４月３０日）

２０１２年１月～

停止中
（第１７回定期検査中）

建設中
設備の据付工事完了
総工事進捗率：93.6%
2011年4月末時点

新規制基準への
対応状況等

廃止措置中

（２０１７年７月２８日～）

国へ適合性審査を申請
（２０１３年１２月２５日）

国へ適合性審査を申請
（２０１８年８月１０日）
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島根３号機の審査対応について

〇2018年8月10日に原子力規制委員会へ原子炉設置変更許可申請を行い，同年
9月4日に初回の審査会合が開催され，申請の概要についてご説明しました。

〇原子力規制委員会から，「地盤や津波など，基準適合の根拠となる解析結果な
どが申請書に記載されていないので，今の内容では審査が一部できない。審査
の中で説明するのではなく，まずは審査できるものを出すこと。」とのコメントが
ありました。

〇今後，できるだけ早期に補正書の提出ができるよう対応してまいります。

月 日 件 名

2018/5/22
島根３号機新規制基準に係る安全対策に関する事前了解願いの提出等
以降，自治体・議会・各種会議体および住民説明会において説明

2018/6/16
～7/20

住民説明会を７回開催
（松江市２回，出雲市，安来市，雲南市，米子市，境港市）

2018/8/6
島根３号機の新規制基準への適合性申請について

鳥取県・米子市・境港市より回答受領

2018/8/9
島根３号機適合性審査申請に関する

事前了解願いについて島根県より回答受領

2018/8/10 島根３号機 新規制基準への適合性審査に係る原子炉設置変更許可申請

2018/9/4 新規制基準適合性に係る審査会合（１回目）
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３．島根１号機の廃止措置の状況



19島根１号機の設備概要と現在の状況

１号機 ２号機 ３号機

営業運転開始 １９７４年３月 １９８９年２月 未定

定格電気出力 ４６万ｋＷ ８２万ｋＷ １３７．３万ｋＷ

原子炉型式
沸騰水型
（ＢＷＲ）

沸騰水型
（ＢＷＲ）

改良型沸騰水型
（ＡＢＷＲ）

運転状況
営業運転終了
（２０１５年４月３０日）

２０１２年１月～

停止中
（第１７回定期検査中）

建設中
設備の据付工事完了
総工事進捗率：93.6%
2011年4月末時点

新規制基準への
対応状況等

廃止措置中

（２０１７年７月２８日～）

国へ適合性審査を申請
（２０１３年１２月２５日）

国へ適合性審査を申請
（２０１８年８月１０日）

前回安対協（2020.2.14）
資料の再掲



20廃止措置の工程

現在の工程

〇廃止措置は工程を4段階に区分し，約30年かけて実施する予定です。

〇現在，第１段階の作業に取り組んでおり，第2段階以降の具体的な作業計画
は，第１段階に実施する施設の汚染状況調査結果等を踏まえ，改めて策定

することとしています。

〇なお，島根１号機の廃止措置は，事故により廃炉となった東京電力(株)福島
第一原子力発電所の廃炉作業とは異なるものです。

前回安対協（2020.2.14）
資料の再掲
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廃止措置計画認可申請からこれまでの経緯

・２０１６年 ４月２８日 廃止措置計画について，関係自治体と締結する安全協定に基づく
事前了解の申し入れ等※を実施

・ ～７月 １日 関係自治体から廃止措置計画の申請について了解する等の回答を受領

・ 〃 ７月 ４日 原子力規制委員会へ廃止措置計画認可を申請

・２０１７年 ２月１４日 原子力規制委員会へ廃止措置計画認可申請書に係わる補正書を提出

・ 〃 ４月１９日原子力規制委員会が廃止措置計画を認可

・ ～７月１１日 関係自治体から廃止措置計画について事前了解等の回答を受領

・ 〃 ７月２８日 廃止措置作業に着手（汚染状況の調査）

・２０１８年 ９月 ７日 新燃料の搬出・譲り渡し完了

・ 〃 １２月 ３日 放射性物質による汚染のない設備の解体撤去作業に着手

※島根県，松江市

・・・「島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定」に基づく事前了解を申し入れ。

出雲市ならびに鳥取県，米子市および境港市

・・・当時の「島根原子力発電所に係る出雲市民の安全確保等に関する協定」ならびに

「島根原子力発電所に係る鳥取県民の安全確保等に関する協定」に基づき計画概要を報告。

安来市，雲南市

・・・当時の「島根原子力発電所に係る情報連絡について」に基づき連絡。 （なお，２０１７年２月１０日，

「島根原子力発電所に係る出雲市民、安来市民及び雲南市民の安全確保等に関する協定」を締結）

前回安対協（2020.2.14）
資料の再掲
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廃止措置作業の状況について

汚染状況の調査
（線量率測定箇所のマーキング）

未使用の新燃料92体 搬出・譲り渡し

〇第1段階の「解体工事準備期間」では，解体工事に向け汚染状況の調査や
新燃料の搬出，放射線の管理区域外の役目を終えた設備の解体撤去などを
行い，廃止措置に着実に取り組んでいます。

管理区域外にある役目を終えた設備の解体撤去
（タンクの吊り上げ）

管理区域外にある役目を終えた設備の解体撤去
（中央制御室制御盤の撤去）

前回安対協（2020.2.14）
資料の再掲
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廃止措置に伴い発生する固体廃棄物

廃止措置に伴い発生する固体廃棄物は，「低レベル放射性廃棄物」「放射性物質として
扱う必要のないもの」および「放射性廃棄物ではないもの」に分類されます。

「低レベル放射性廃棄物」は，放射能レベルに応じてL１，L２，L３に区分します。

低レベル
放射性
廃棄物

前回安対協（2020.2.14）
資料の再掲
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廃止措置に伴い発生する固体廃棄物の量

廃止措置に伴い発生する固体廃棄物の内，「約９６％」は「放射性物質として扱う必要の
ないもの」「放射性廃棄物ではないもの」に該当します。

前回安対協（2020.2.14）
資料の再掲
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（参考）島根１号機 冷却告示に係る見直しについて

岡山県

松江市
境港市

米子市安来市

雲南市
●

●

●
●●

鳥取県島根県

３０kｍ

島根原子力発電所

出雲市
●

このイメージは、現在表示できません。

見直 【ＵＰＺの範囲を30ｋｍ→5ｋｍ 見直 】

＜解説：原子力災害対策を重点的に行う区域（島根１号機の見直し前および島根２号機）＞

○発電所から約５ｋｍの区域（ＰＡＺ：Precautionary Action Zone）

放射性物質が環境へ放出される前の初期の段階に応じて，避難やヨウ素剤服用など予防的防護措置を準備する区域

○発電所から約３０ｋｍの区域（UPZ：Urgent Protective action planning Zone）

緊急時の防護措置（屋内退避，避難等）を準備することを定めた区域

廃止措置計画認可を受けた島根１号機は，2018年2月15日付けで発出された「原子力規制委員会告示
第三号（冷却告示）」において，「照射済燃料集合体が十分な期間にわたり冷却されたものとして原子力
規制委員会が定める原子炉の運転等のための施設」と定められたことを踏まえて，以下を見直しました。

■「島根原子力発電所 原子力事業者防災業務計画」に規定する，１号機における緊急時活動レベル
（ＥＡＬ）のうち，燃料プールに係る緊急時活動レベルが適用の対象外となりました。

■島根１号機に係る原子力災害対策重点区域の範囲は，従来のＰＡＺ（予防的防護措置を準備する
区域）がなくなり，原子力施設からおおむね半径５ｋｍを目安に，当該原子力災害対策重点区域の全

てをＵＰＺ（緊急防護措置を準備する区域）に見直されました。

●

５kｍ

前回安対協（2020.2.14）
資料の再掲



26（参考） 高レベル放射性廃棄物の処分

「高レベル放射性廃棄物」とは，原子力発電所から使用済燃料を再処理工場に運び
まだ使えるウランや新たにできたプルトニウムを取り出した残りの廃液（核分裂生成物
など）のことです。

高レベル放射性廃棄物は，化学的に安定したガラスと混ぜてステンレス製の容器に
入れ，ガラス固化体にします。

ガラス固化体は，冷却のために専用の施設で30～50年間程度貯蔵した後，人間の
生活環境から隔離するため，地下300ｍより深い安定した地層に埋設（地層処分）する
計画です。

前回安対協（2020.2.14）
資料の再掲



27（参考） 科学的特性マップ
前回安対協（2020.2.14）

資料の再掲


